
 

1 

 

2025 年８ 月 28 日 

各 位 

 

会 社 名 株式会社芝浦電子  

代 表 者 名 代表取締役社長社長執行役員 葛西 晃 

（ コ ード 番号 ６ ９ ５ ７  東証スタ ンダード 市場）   

問 合 せ 先 執行役員経営管理部長 星ノ 谷 行秀 

電 話 番 号 ０ ４ ８ －６ １ ５ －４ ０ ０ ０   

 

 

（ 変更） 2025 年５ 月 21 日付「 YAGEO El ect r oni cs Japan 合同会社による当社株式に対する公開買付けに関す

る意見表明（ 留保） のお知ら せ」 の一部変更に関するお知ら せ 

 

当社が 2025 年５ 月 21 日付で公表いたし まし た「 YAGEO El ect r oni cs Japan 合同会社による当社株式に対す

る公開買付けに関する意見表明（ 留保） のお知ら せ」（ その後の変更及び訂正を含みます。） について、 一部変

更すべき事項があり まし た（ 以下「 本変更」 と いいます。） ので、 下記のと おり お知ら せいたし ます。  

 

YAGEO El ect r oni cs Japan 合同会社（ 以下「 YAGEO El ect roni cs Japan」 と いいます。） の完全親会社である

YAGEO Corpor at i on による金融商品取引法施行令（ 昭和 40 年政令第 321 号。 その後の改正を含みます。 以下

「 令」 と いいます。） 第 30 条第１ 項第４ 号に基づく 要請により 、 当社が 2025 年８ 月 27 日付で公表し た「（ 訂

正） 公開買付届出書の訂正届出書の提出に伴う 「 株式会社芝浦電子（ 証券コ ード ： 6957） に対する公開買付け

の開始に関するお知ら せ」 及び公開買付開始公告の訂正並びに買付条件等の変更に関するお知ら せ」 に記載の

と おり 、 YAGEO El ect roni cs Japan が外国為替及び外国貿易法（ 以下「 外為法」 と いいます。） 第 27 条第１ 項

に従い 2025 年６ 月２ 日に行っ た届出について、 2025 年８ 月 27 日、 YAGEO El ect r oni cs Japan は、 関連当局か

ら 提示さ れた条件を前提と し た YAGEO公開買付けによる株式取得に係る承認を得るため、 2025 年８ 月 27 日付

で 2025 年６ 月２ 日に行っ た届出を取り 下げ、 同日付で外為法第 27 条第 1 項に従い、 日本銀行を経由し て財務

大臣及び事業所管大臣へ、 上記提示さ れた条件付きで三度目の届出を行っ たこ と に伴い、 公開買付届出書の訂

正届出書を提出すると と も に、 それに伴っ て YAGEO公開買付けの買付け等の期間（ 以下「 YAGEO公開買付期間」

と いいます。） を当該訂正届出書の提出日である 2025 年８ 月 27 日より 起算し て 10 営業日を経過し た日にあた

る 2025 年９ 月 10 日まで延長し 、 YAGEO公開買付期間を 87 営業日に延長するこ と と なっ たと のこ と です。 本変

更は、 上記決定に伴い、 生じ たも のと なり ます。 なお、 変更箇所には下線を付し ており ます。  

 

当社は、 今後、 特別委員会と も 協議の上、 引き続き YAGEO公開買付け及びミ ネベアミ ツミ 株式会社による当

社株式に対する公開買付けについて真摯に検討を行い、 決定事項があれば当社の株主の皆様に速やかにお知ら

せいたし ます。  

 

記 

 

３ ． YAGEO公開買付けに関する意見の内容、 根拠及び理由 

（ ２ ） YAGEO公開買付けに関する意見の根拠及び理由 

 

（ 訂正前）  

＜前略＞ 

2025 年８ 月 21 日、 YAGEO El ect r oni cs Japan は、 ①本ミ ネベアミ ツミ 買付条件変更、 ②当社が 2025 年

８ 月 14 日付で公表し た「 ( 変更) 2025 年５ 月１ 日付「 ミ ネベアミ ツミ 株式会社による当社株式に対する公

開買付けに関する賛同の意見表明及び応募推奨のお知ら せ」 の一部変更に関するお知ら せ」 において、

当社の取締役会が、 ミ ネベアミ ツミ 公開買付けに対し て賛同の意見を表明すると と も に、 当社の株主の
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皆様がミ ネベアミ ツミ 公開買付けに応募するか否かについては、 株主の皆様のご判断に委ねる旨を決議

し たこ と 及び 2025 年８ 月 21 日現在において YAGEO公開買付けに対する意見の表明を留保するこ と につい

て変更がないこ と 、 ③前記のと おり 、 2025 年６ 月 18 日に東京、 同年７ 月 17 日及び 18 日に台北にて面談

を実施し たこ と に加え、 2025 年８ 月 19 日に当社のマネジメ ント チームが YAGEOの高雄にある MLCC及び抵

抗器製造施設を訪問し 、 相互の業務理解が進んだこ と 、 並びに④市況状況等を総合的に勘案し 、 YAGEO 公

開買付価格を 6, 200 円から 6, 635 円に変更するこ と と し 、 公開買付届出書の訂正届出書を提出すると と も

に、 それに伴っ て YAGEO公開買付期間を当該訂正届出書の提出日である 2025 年８ 月 21 日より 起算し て 10

営業日を経過し た日にあたる 2025 年９ 月４ 日まで延長するこ と を決定し たと のこ と です。  

2025 年８ 月 23 日、 YAGEO El ect r oni cs Japan は、 当社株式の市場株価その他市況状況等を総合的に勘

案し 、 YAGEO公開買付価格を 6, 635 円から 7, 130 円に変更するこ と と し 、 公開買付届出書の訂正届出書を

提出すると と も に、 それに伴っ て YAGEO公開買付期間を当該訂正届出書の提出日である 2025 年８ 月 25 日

より 起算し て 10 営業日を経過し た日にあたる 2025 年９ 月８ 日まで延長するこ と を決定し たと のこ と で

す。  

 

また、 YAGEO El ect roni cs Japanが外為法第27条第１ 項に従い 2025年６ 月２ 日に行っ た届出について、

当該届出に係る審査は完了し ていないも のの、 YAGEO El ect r oni cs Japan は引き続き関連当局と 協議を継

続し ており 、 YAGEO 公開買付けによる株式取得に関する条件についての残論点は、 数点に絞ら れていると

のこ と です。 YAGEO El ect r oni cs Japan が 2025 年８ 月 25 日付で提出し た訂正届出書の提出時点において

は、 YAGEO El ect r oni cs Japan と し ては、 日本の法律事務所のアド バイスに基づき、 公開買付期間( 今後

延長し た場合も 含みます。 ) の末日までに YAGEO 公開買付けによる株式取得に係る承認を取得できると 見

込んでいると のこ と です。 仮に、 2025 年９ 月８ 日までにかかる承認を取得できなかっ た場合であっ ても 、

YAGEO El ect r oni cs Japan が 2025 年８ 月 25 日付で提出し た訂正届出書の提出時点においては、 YAGEO 

El ect r oni cs Japan は YAGEO公開買付けを撤回する予定はないと のこ と です。  

 

（ 訂正後）  

＜前略＞ 

2025 年８ 月 21 日、 YAGEO El ect r oni cs Japan は、 ①本ミ ネベアミ ツミ 買付条件変更、 ②当社が 2025 年

８ 月 14 日付で公表し た「 ( 変更) 2025 年５ 月１ 日付「 ミ ネベアミ ツミ 株式会社による当社株式に対する公

開買付けに関する賛同の意見表明及び応募推奨のお知ら せ」 の一部変更に関するお知ら せ」 において、

当社の取締役会が、 ミ ネベアミ ツミ 公開買付けに対し て賛同の意見を表明すると と も に、 当社の株主の

皆様がミ ネベアミ ツミ 公開買付けに応募するか否かについては、 株主の皆様のご判断に委ねる旨を決議

し たこ と 及び 2025 年８ 月 21 日現在において YAGEO公開買付けに対する意見の表明を留保するこ と につい

て変更がないこ と 、 ③前記のと おり 、 2025 年６ 月 18 日に東京、 同年７ 月 17 日及び 18 日に台北にて面談

を実施し たこ と に加え、 2025 年８ 月 19 日に当社のマネジメ ント チームが YAGEOの高雄にある MLCC及び抵

抗器製造施設を訪問し 、 相互の業務理解が進んだこ と 、 並びに④市況状況等を総合的に勘案し 、 YAGEO 公

開買付価格を 6, 200 円から 6, 635 円に変更するこ と と し 、 公開買付届出書の訂正届出書を提出すると と も

に、 それに伴っ て YAGEO公開買付期間を当該訂正届出書の提出日である 2025 年８ 月 21 日より 起算し て 10

営業日を経過し た日にあたる 2025 年９ 月４ 日まで延長するこ と を決定し たと のこ と です。  

2025 年８ 月 23 日、 YAGEO El ect r oni cs Japan は、 当社株式の市場株価その他市況状況等を総合的に勘

案し 、 YAGEO公開買付価格を 6, 635 円から 7, 130 円に変更するこ と と し 、 公開買付届出書の訂正届出書を

提出すると と も に、 それに伴っ て YAGEO公開買付期間を当該訂正届出書の提出日である 2025 年８ 月 25 日

より 起算し て 10 営業日を経過し た日にあたる 2025 年９ 月８ 日まで延長するこ と を決定し たと のこ と で

す。  

また、 YAGEO El ect r oni cs Japan によれば、 2025 年８ 月 27 日、 YAGEO El ect r oni cs Japan が外為法第

27 条第１ 項に従い 2025 年６ 月２ 日に行っ た届出につき、 YAGEO El ect r oni cs Japan と 関連当局と の協議

が整っ たと のこ と です。 YAGEO El ect roni cs Japan は、 関連当局から 提示さ れた条件を前提と し た YAGEO

公開買付けによる株式取得に係る承認を得るため、 2025 年８ 月 27 日付で 2025 年６ 月２ 日に行っ た届出を
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取り 下げ、 同日付で外為法第 27 条第 1 項に従い、 日本銀行を経由し て財務大臣及び事業所管大臣へ、 上

記提示さ れた条件付きで三度目の届出（ 以下「 第三対内直接投資届出」 と いいます。） を行い、 同日付で

受理さ れたと のこ と です。 今後、 第三対内直接投資届出に基づき、 関連当局による承認に向けた審査が

なさ れると のこ と です。 こ れに伴い、 YAGEO El ect roni cs Japan は、 公開買付届出書の訂正届出書を提出

すると と も に、 それに伴っ て YAGEO公開買付期間を当該訂正届出書の提出日である 2025 年８ 月 27 日より

起算し て 10 営業日を経過し た日にあたる 2025 年９ 月 10 日まで延長するこ と と なっ たと のこ と です。  

 

YAGEO El ect r oni cs Japan は、 日本の法律事務所のアド バイスに基づき、 遅く と も 2025 年９ 月 10 日ま

でに YAGEO公開買付けによる株式取得に係る承認を取得できると 見込んでいると のこ と です。  

 

以 上 
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【 勧誘規制】   

このプレスリ リ ースは、 YAGEO 公開買付けを一般に公表するための記者発表文であり 、 売付けの勧誘を目的と し て作成さ れたものでは

あり ません。 売付けの申込みをさ れる際は、 必ず YAGEO 公開買付けに関する公開買付説明書をご覧いただいた上で、 株主ご自身の判断

で申込みを行ってく ださ い。 このプレスリ リ ースは、 有価証券に係る売却の申込み若し く は勧誘、 購入申込みの勧誘に該当する、 又は

その一部を構成するものではなく 、 こ のプレスリ リ ース（ 若し く はその一部） 又はその配布の事実が YAGEO 公開買付けに係るいかなる

契約の根拠と なることもなく 、 また、 契約締結に際し てこれらに依拠すること はできないものと し ます。  

 

【 将来予測】   

こ のプレスリ リ ースには公開買付者、 その他の企業等の今後のビジネスに関するも のを含めて、「 予期する」、「 予想する」、「 意図す

る」、「 予定する」、「 確信する」、「 想定する」 又はこ れらと 同様の表現等の、 将来の見通し に関する表現が含まれている場合があり ま

す。 こう し た表現は、 公開買付者の現時点での事業見通し に基づく ものであり 、 今後の状況により 変わる場合があり ます。 公開買付者

は、 本情報について、 実際の業績や諸々の状況、 条件の変更等を反映するための将来の見通し に関する表現の現行化の義務を負う もの

ではあり ません。 こう し た表現は、 米国 1933 年証券法（ Secur i t i es Act  of  1933）（ その後の改正を含みます。） 第 27Ａ 条及び米国 

1934 年証券取引所法（ Secur i t i es Exchange Act  of  1934）（ その後の改正を含みます。 以下「 米国証券取引所法」 と いいます。） 第 21

Ｅ 条で定義さ れた「 将来に関する記述」 に該当し 、 このプレスリ リ ースの記載には、 かかる「 将来に関する記述」 が含まれています。

既知若し く は未知のリ スク、 不確実性又はその他の要因により 、 実際の結果が「 将来に関する記述」 と し て明示的又は黙示的に示さ れ

た予測等と 大きく 異なること があり ます。 公開買付者又は関連会社は、「 将来に関する記述」 と し て明示的又は黙示的に示さ れた予測等

が結果的に正し く なること をお約束すること はできません。 このプレスリ リ ースの「 将来に関する記述」 は、 本日時点で公開買付者が

有する情報を基に作成さ れたものであり 、 法令で義務付けられている場合を除き、 公開買付者又はその関連会社は、 将来の事象や状況

を反映するために、 その記述を更新し たり 修正し たり する義務を負う ものではあり ません。  

 

【 米国規制】   

YAGEO 公開買付けは、 日本法で定められた手続及び情報開示基準に従い実施さ れますが、 こ れらの手続及び基準は、 米国における手続

及び情報開示基準と は必ずし も同じ ではあり ません。 特に米国証券取引所法第 13 条( e)項又は第 14 条( d)項及びこれらの条項の下で定

められた規則はYAGEO公開買付けには適用されないため、 YAGEO公開買付けはこれらの手続及び基準に必ずし も沿ったものではあり ませ

ん。 さ ら に、 こ のプレスリ リ ースに含まれる全ての財務情報は日本の会計基準に基づいており 、 米国の会計基準に基づく ものではな

く 、 米国の財務情報と 同等の内容と は限り ません。 また、 公開買付者及び当社は米国外で設立さ れた法人であり 、 その役員の全部又は

一部が米国居住者ではないため、 米国の証券関連法を根拠と し て主張し 得る権利又は要求を行使するこ と が困難と なる可能性があり ま

す。 また、 株主は、 米国の証券関連法の違反を根拠と し て、 米国外の法人及びその役員に対し て、 米国外の裁判所において法的手続を

開始すること ができない可能性があり ます。 さ らに、 米国外の法人並びに当該法人の子会社及び関連会社に米国の裁判所の管轄が認め

ら れると は限り ません。 YAGEO 公開買付けに関する全ての手続は、 特段の記載がない限り 、 全て日本語において行われるものと し ま

す。 YAGEO 公開買付けに関する書類の全部又は一部については英語で作成さ れますが、 当該英語の書類と 日本語の書類と の間に齟齬が

存し た場合には、 日本語の書類が優先するものと し ます。 公開買付者、 公開買付者の各ファ イナンシャル・ アド バイザー及び公開買付

代理人（ これらの関連会社を含みます。） は、 米国証券取引所法規則 14ｅ －５ ( b) 、 適用さ れる日本の法規制及びその他適用ある法令上

許容さ れる範囲で、 YAGEO 公開買付け以外の方法で当社株式の買付けを行う 可能性があり ます。 そのよう な買付けは金融商品市場取引

を通じ た市場価格、 若し く は金融商品市場外での交渉で決定さ れた価格で行われる可能性があり ます。 そのよう な買付けに関する情報

が日本で開示さ れた場合には、 かかる情報は米国においても同様の方法で開示が行われ、 当該買付けを行なった者の英文のウェ ブサイ

ト 上にも掲載さ れるものと し ます。  

 

【 その他の国】  

国又は地域によっては、 このプレスリ リ ースの発表、 発行又は配布に法律上の制限が課さ れている場合があり ます。 かかる場合はそ

れらの制限に留意し 、 遵守し てく ださ い。 YAGEO 公開買付けに関する株券の買付け等の申込み又は売付け等の申込みの勧誘をし たこと

にはならず、 単に情報と し ての資料配布と みなさ れるものと し ます。 こ のプレスリ リ ースは、 その発表、 発行又は配布が適用さ れる法

規制に違反すること となるいかなる法域に対しても、 その全部又は一部を問わず、 発表、 発行又は配布を行う ものではあり ません。  

 


